
令和４年５月３０日

荒川水系（東京都）の減災に係る取組
（令和３年度取組状況）

【案】

資料４－２

４．減災対策協議会に関する取組



○堤防等河川管理施設の整備（洪水氾濫を未然に防ぐ対策）

1）洪水を安全に流すための取組 ■洪水を河川内で安全に流す対策

• 必要な堤防断面を満たしていない区間の堤防のかさ上げや堤防の拡幅を実施

1
荒川下流河川事務所

江戸川競艇場付近（船堀橋下流側）
（中川側護岸整備済み区間）

（整備イメージ）

4.7km付近現況

【凡例】

対策箇所

完成堤防

中堤
（1.1k～3.0k、

4.3K～7.0K付近）

東砂地区
（0.5k～1.4k付近）
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○優先的に実施する堤防整備(橋梁部周辺対策)

荒川下流河川事務所

• ＪＲ東北本線荒川橋梁の橋梁部周辺（北区赤羽三丁目地先）において堤防のかさ上げ等を実施

〈JR東北本線橋梁部右岸堤防の現況〉

ＪＲ京浜東北線
ＪＲ宇都宮線・高崎線

ＪＲ湘南新宿ライン
周辺堤防高下流 上流周辺堤防高

計画高水位

約4.0m

堤防かさ上げ 堤防かさ上げ

←至赤羽

北区 荒
川→

JR湘南新宿ライン
JR宇都宮線・高崎線
JR京浜東北線

至川口→

赤羽ゴルフ場

新荒川大橋緑地

対象範囲
橋梁上流部 L=約54m

橋梁下流部 L=約46m

着手前

高低差 約3m

完成イメージ

施工中（R4.5）



○橋梁対策等の実施
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• 京成本線橋梁架替事業において用地測量、用地買収を実施

荒
川→

京成本線荒川橋梁
⾜⽴区

葛飾区

綾
瀬
川→

新荒川橋

首都高速6号線

堀切橋

墨田区
凡例
事業範囲

現況堤防高

周辺堤防高
高さ不⾜のイメージ

東京都⾜⽴区千住曙町地先
東京都葛飾区堀切四丁目地先

橋梁架替による流域の安全性の向上

周辺の堤防より低い橋梁部

荒川下流河川事務所
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○ ＩＣＴを活用した洪水情報の提供

• ＳＮＳにより、タイムライン運用状況や洪水・気象情報等の提供を実施

ツイッターによる情報発信 荒川下流河川事務所

２）大規模氾濫に対する被害軽減のための取組
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○河川管理の高度化の検討

5

• 「荒川3D洪水浸水想定区域図」を荒川下流河川事務所のホームページにて公開

荒川下流河川事務所

荒川３Ｄ浸水
想定区域図
（下流域）

■取組による効果

• 水害リスクについてわかりやすい情報提供が
行えた。

• 自治体広報や地域防災で荒川3D洪水浸水
想定区域図の画像が活用されている。

■最新のお知らせ

・令和4年3月29日

「みんなで一緒にあらかわろう！」プロジェクト
『荒川下流ＧＩＳオープンデータポータル』を開設

・令和4年4月27日

荒川３Ｄ洪水浸水想定区域図（下流域） ～３Ｄ
洪水ハザードマップ～ 英語版アプリを公開
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○円滑かつ迅速な避難に資する施設（避難先、防災行政無線等）を整備

• ＬＩＮＥによる情報発信を開始

• 防災ポータル、アプリを構築し、リアルタイムで被害状況や避難所状況を伝達できる環境を整備

LINEによる情報発信

江戸川区
防災アプリ

防災ポータル
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○円滑かつ迅速な避難に資する施設（避難先、防災行政無線等）を整備

• 自主避難施設の指定および配置職員への説明会の実施（令和３年度）

江東区

職員説明会の様子（R3.7.26）

自主避難施設の指定

自主避難施設配置職員の編成・説明会の実施

自主避難施設とは、台風の接近等により江東区内で住宅の浸水等の発生が事前に懸念される
場合において、自主的な避難を希望する区民を受入れる施設です。
被害の拡大又は避難者の増加等によって江東区が避難所の開設を決定した場合、開設中の

自主避難施設は避難所に移行し、区民の受け入れを継続します。
また、現在のところ文化センターやスポーツ施設など江東区内１３施設を指定しており、令和４

年度には１施設追加して計１４施設の運用を計画しています。

自主避難施設の開設を決定した際は、自主避難施設
配置職員（係長級職員１名以上を含む３名）を派遣し、施
設管理者と運営体制を構築します。
（※一部施設は施設内職員のみで対応）
編成後は職員に対して、自主避難施設の管理・運営に

関する説明会も実施しています。
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○ 浸水特性を考慮した避難計画の策定（支援）

• 「水害からの広域避難に関する基本的な考え方」を作成

水害からの広域避難に関する基本的な考え方

内閣府
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○ハザードマップの改良、周知、活用
○住民一人一人の避難計画・情報マップの作成促進

• ハザードマップの説明やマイ・タイムラインの作成方法を解説した動画を作成し、区HPで公開

ハザードマップの説明動画（YouTube）
千代田区
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○住民一人一人の避難計画・情報マップの作成促進

• マイ・タイムラインの普及（講習会）

■取組概要
広く一般の方々への啓蒙のため、避難の考え方、マ
イ・タイムラインの作り方等を学んで頂く「マイ・タイム
ライン講習会」を実施

■実施内容
実施日時 令和４年３月19日（土）

13:30～15:30
実施方式 ZooｍによるWeb開催
講 師 山神明理さん
対 象 荒川下流沿川にお住まい、

または通勤・通学している方

■取組内容の工夫点、取組による効果
・お天気キャスターを講師に招き、荒川の気象の
知識を交えた馴染みやすい内容とした。
・住民一人一人の単位で、水防災に関する知識と心
構えを共有し、事前の計画等の充実が促されるこ
とを期待する。

荒川下流河川事務所
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○ハザードマップの改良、周知、活用
○住民一人一人の避難計画・情報マップの作成促進

• 想定最大規模降雨とした洪水ハザードマップ（集中豪雨版）を更新

 集中豪雨版の更新とともに荒川氾濫浸水継続時間版・高潮ハザードマップを追加。

 住民に広く周知するために冊子にまとめて全戸配布を行った。

 ハザードマップを活用して、要望のあった団体・学校での勉強会を実施。

板橋区

洪水ハザードマップ（集中豪雨版）

洪水ハザードマップ（荒川浸水継続時間版）

防災ガイド・ハザードマップ 2021
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○ハザードマップの改良、周知、活用
○住民一人一人の避難計画・情報マップの作成促進

板橋区

• 板橋防災プラスプロジェクト

Ｒ３では、その他以下の取組も実施
・「＃おうちで備える2021」SNS写真投稿キャンペーン
・板橋防災プラスチャンネル（動画配信）
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• 意識啓発チラシの作成・全戸配布

警戒レベルに応じて区が発令する避難情報と、その際に区民が取るべき避難行動等をまとめた
チラシを作成し、全戸配布することにより、令和３年５月の災害対策基本法の改正に伴う避難情
報の名称の変更を周知するとともに、水害に対する意識啓発を行った。

荒川区

○ハザードマップの改良、周知、活用
○住民一人一人の避難計画・情報マップの作成促進
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○災害リスクの現地表示

• NHKと協力し、区内施設に各地点の想定浸水深を図示したポスターを作成、掲示

区内施設の想定浸水深を図示したポスターの例 台東区
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○災害リスクの現地表示

• 荒川氾濫時の浸水深を表示した区掲示板支柱用のシールを各町会・自治会の希望する区掲示板
に設置

浸水深を表示した区掲示板支柱用シール

北区

【設置箇所】

区内243箇所

【設置方法】

区内町会・自治会に向けて、設置希望調査を行い、設置を希望する町会・自治会に
向けてシールを配付し、掲示板支柱への設置をしていただいた。

設置例
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○要配慮者利用施設における避難計画の作成及び避難訓練の実施

• 避難確保計画に基づいた訓練実施が義務化されたことを周知するため、通知及び避難訓練実施報
告書(ひな型)を作成し、要配慮者利用施設に送付

足立区

「避難確保計画」作成の手引き 避難訓練実施報告書（ひな型）



タイムライン作成例（中野区）東京都区市町村タイムライン作成手順書
（東京都総務局）

•指定河川（洪水予報河川・水位周知河川）からの浸水想定区域を有する自治体を
中心とした、水害対応タイムラインの作成状況の確認。

•洪水・高潮時における避難指示などの発令対象区域、発令判断基準の確認

◆主な取組内容と成果

出典：中野区地域防災計画

○避難勧告等発令の対象区域、判断基準等の確認（タイムライン）

• 都減災協議会において、水害対応タイムラインの作成状況等について情報共有

17
東京都



• 荒川下流タイムライン（拡大試行版）を運用し、専門部会において見直しを実施

• 早期の危機感の共有、早期対応の意思決定を促すタイムラインへの改善を図るべく、荒川下流域
水防災タイムライン（流域タイムライン）を検討し、台風性降雨シナリオにおける流域警戒ステージ設
定（案）を検討

18

○多機関連携型タイムラインの拡充 （荒川下流タイムラインの策定・運用）

荒川下流タイムライン（拡大試行版）【2021年版】

全機関

台風性降雨シナリオにおける流域警戒ステージ設定（案）
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○実践的な訓練の実施

• 台風の接近を想定した職員災害対応訓練を実施

墨田区

オンラインによる災害対応訓練（令和3年6月21日）

オンライン会議を進行する木内議長 オンライン会議に参加する議員
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○実践的な訓練の実施

• 区職員向けの水害対応研修の実施

 区職員の風水害に備えた災害対応力の向上を図るため、最新の気象の動向やハザードマップ、
災害対策本部や避難所運営、区民からの問い合わせ対応等に関する研修を実施した。

 同内容の研修を３０回実施して、約１，０００名の職員が受講した。

葛飾区
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○実践的な訓練の実施

• 水害図上訓練の実施

荒川や中川の氾濫に備えて、避難所の開設・運営や避難情報の発令判断をすることを目的に、
災害対策本部を運営する図上訓練を実施した。

コロナ禍での避難所運営や、地震発生による風水害との複合災害への対応、DIS（東京都災害
情報システム）の操作も訓練シナリオに盛り込み、災害対応力の向上を図った。

同日、避難所開設訓練と水防図上訓練も併せて実施して、合計５５０名程が参加した。

訓練参加機関：東京都、消防、警察、自衛隊、国土交通省荒川下流河川事務所

災害対策本部会議の様子 会議結果共有の様子 住民からの問い合わせ対応

葛飾区



22

○実践的な訓練の実施

• 京成本線荒川橋梁部における夜間の水防訓練を実施

足立区・葛飾区

足立区訓練実施状況
令和4年5月13日（金）～14日（土）

●『京成本線荒川橋梁部のおける水防活動手順書」に基づき水防訓練を実施
●マスコミ等が入る公開の訓練は以下の通り実施

足立区 日時：令和４年５月２７日（金）から５月２８日（土）（夜間）

葛飾区 日時：令和４年６月３日（金）から６月４日（土）（夜間）（予定）

●実施内容
実際の現場で水防活動手順書に基づく対策（土のう積み、止水板設置）を実施
越水防止対策の妥当性（手順や所要時間等）や関係機関との連携方法等を確認・検証

葛飾区訓練実施状況
令和4年4月15日（金）～16日（土）
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○洪水時における河川管理者からの情報提供等（ホットラインの構築）

荒川下流河川事務所

• 荒川下流タイムラインのWEB運用会議の導入

これまで荒川下流タイムラインでは、メールを使用して関係者との情報共有を行っていた。

令和３年度の出水期からWEB会議の運用ルールを作成し、関係者（１６市区、東京都、埼玉県、
東京管区気象台（熊谷地方気象台）、有識者）が一同に参加するWEB会議を実施。

継続して実施することで、第２ホットライン等を個別に電話せずにまとめて実施できることが期待
される。

R3.7.21（台風8号）のWEB会議

Ｒ３における実施状況
• R3.7.21（台風8号）
• R3.8.5 （台風10号）
• R3.9.16（台風14号）
• R3.9.27、9.28、9.29（台風16号）
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○防災教育や防災知識の普及

• 日テレNEWS24 【豪雨災害】新たな備え"流域治水"とは？「命を守る天災学」

 日本テレビ 「命を守る天災学」 第４回
～豪雨災害に備える～
「第１部 異常が常態化する豪雨災害」
「第２部 新たな豪雨災害対策～流域治水～」
「第３部 それでも備えは必要」

高台まちづくりの事例紹介（足立区新田）

荒川下流河川事務所

全国の河川で取組が始まった「流域治水」を
テーマに、激甚化する豪雨災害に対し「流域治
水」で取り組む事例等を説明する番組が放映さ
れ、現在はYouTubeで見ることができます。

【番組コーディネータ】
東京大学大学院情報学環客員教授 松尾一郎

【番組ゲスト】
国土交通省水管理・国土保全局長 井上智夫

【豪雨災害】新たな備え"流域治水"とは？
「命を守る天災学」
https://www.youtube.com/watch?v=ZTb_LBUnd7s
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○効果的な「水防災意識社会」再構築に役立つ広報や資料作成の実施

• 令和3年7月の区報にて避難方法やタイムラインなどを表示した「水害に対する備え」を掲載

墨田区
すみだ区報 2021年7月11日号
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○効果的な「水防災意識社会」再構築に役立つ広報や資料作成の実施

• 「えどがわ区民ニュース」で大規模水害時における自主的な広域避難の促進に向けた番組を作成

えどがわ区民ニュース（YouTube）
江戸川区



27

○区民等に向けた河川情報の発信の工夫・改善、区民向け周知

• 防災気象情報の利用等について、ホームページやツイッターを用いて情報発信を実施

防災気象情報と警戒レベルについて

気象庁
https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/ame_chuui/ame_chuui_p8.html

各防災気象情報についてHPで解説



○避難訓練への地域住民の参加促進

• 広報誌において、避難方法や避難場所、避難時の注意点等について周知

28
荒川区

あらかわ区報（令和3年7月21日）



○共助の仕組みの強化

• 「墨田区防災士ネットワーク協議会（平成３０年度設立）」の取組

• 荒川治水資料館アモアへの視察（令和３年１１月１３日 ３９名参加）

• 協議会内に５つの分科会を設置

29
墨田区

令和３年度スタディツアー

荒川治水資料館、岩淵水門、旧岩淵水門の見学

集合住宅

情報発信

要配慮者 女性防災

避難所
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○垂直避難のリスク周知や広域避難の必要性の啓発に向けた取組の実施

• 江東５区広域避難推進シンポジウムの開催

江東5区広域避難シンポジウム
江戸川区
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○応急的な退避場所の確保

• 令和3年7月に、凸版印刷株式会社及び大塚警察署との間に
協定締結

• 令和3年9月に、学校法人読売理工学院及び富坂警察署との
間に協定締結

• 令和3年12月に、杜の癒しハウス文京関口、関口一丁目地区
のマンション所有者、大塚警察署との間に協定締結

災害時や風水害時における相互協力に関する協定締結

文京区

凸版印刷

大塚警察署

文京区



○ダム等の洪水調節機能の向上・確保（既存ダムの機能を最大限活用す
る運用方法の検討等）

• 事前放流実施要領に基づき事前放流を実施
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・利根川水系治水協定、荒川水系治水協定を河川管理者・ダム管理者・関係利水者間で令和２年５月28日に締結
・治水協定に基づき、矢木沢ダム、奈良俣ダム、下久保ダム、草木ダム、浦山ダム、滝沢ダムにて事前放流実施

要領を令和３年３月24日に改訂（当初 令和２年５月29日策定）
・事前放流は、予測雨量が治水協定の基準雨量を超過した場合に、洪水調節可能量を限度として、流出予測で異

常洪水時防災操作の開始水位などを超える分を確保する目標として実施

水資源機構 関東管内ダムにおける事前放流の取組について

ダム 基準雨量

矢木沢 350mm（48h）

奈良俣 350mm（48h）

下久保 350mm（48h）

草木 350mm（48h）

浦山 450mm（48h）

滝沢 450mm（48h）

事前放流判断基準雨量

淀川水系
・布目ダム
・日吉ダム
・一庫ダム
吉野川水系
・新宮ダム
・富郷ダム
・早明浦ダム
筑後川水系
・寺内ダム

水資源機構



33

○水防関係者間での連携、協力に関する検討（消防機関等との連絡体
制の再確認と伝達訓練の実施・連携、協力に関する検討）

○毎年、関係機関が連携した実働水防訓練を実施（水防訓練の充実）

• 消防署及び消防団（水防団）と連携した水防訓練の実施

江戸川区合同水防訓練（令和3年5月26日） 江戸川区



○毎年、関係機関が連携した実働水防訓練を実施（水防訓練の充実）

○排水ポンプ車出動要請の連絡体制を整備し、排水計画に基づく排水
訓練の実施

• 区市町村との合同排水ポンプ車訓練を実施
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東京都

排水ポンプ車概要説明

配備台数

特徴

〇１０建設事務所で１台ずつ保有し、
計１０台配備

【移動式排水ポンプ車】

【Ｒ３実施事務所等】

※赤字：荒川流域内の水防管理団体

水中ポンプ取扱体験

〇毎分５㎥の排水が可能な水中ポンプ
を２台積載

〇揚程10mでの排水距離は50m
〇排水ホースは、100m分（25m・15m・
10mそれぞれ2ｾｯﾄ）を積載

〇発動発電機を積載しており、連続で
10時間程度の運転が可能

取組概要

取組内容

・区市町村との合同排水ポンプ車訓練実施

 排水ポンプ車の性能紹介

 水防管理団体職員による排水ポンプ車操作体験

・区市町村との連携を強化し、水害時における円滑かつ迅速な

水防活動を図るための取組

事務所名 水防管理団体

一建 千代田区、中央区、港区

二建 大田区、世田谷区

三建 中野区、新宿区、杉並区

四建 豊島区、板橋区、練馬区

南西建 日野市

北南建
三鷹市、府中市、狛江市

調布市、小金井市、武蔵野市

北北建 東村山市、清瀬市、東大和市、武蔵村山市

※赤字：荒川流域内の水防管理団体

取組による効果

・令和３年は７建設事務所で実施し、荒川流域内の自治１０区７

市が参加

（令和２年は１建設事務所で実施し、荒川流域内の２市が参加）
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○迅速な水防活動を支援するため新技術を活用した水防資機材等の配備

• 区内全12か所に土のうステーションを設置し、区報やホームページ等で周知

土のうステーション設置場所詳細（抜粋）

墨田区
墨田区HP
https://www.city.sumida.lg.jp/anzen_
anshin/bousai/suigai/donou_station.html

土のうステーション使用方法（抜粋）


